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途上国の貧困と教青-教育機会の不平等という論点

はじめに

現代社会の貴闘と教育をめぐっては様々な論点

があるが、ここでとりあげる教育機会の不平等も

その一つであろう。教育機会の不平等という論点

においては、貧しい家族で生まれ育つ子どもと豊

かな家族で生まれ育つ子どもが受ける教育の格差

が開題にされ、その格差是正が要求される。また、

教育の格差が問題にされる背景には、貧しい家族

に生まれた子どもが相対的に十分な教育を受ける

ことができず将来も貧しい家族を形成するとい

う、いわゆる「愛閤のサイクル・世代的継承J(む

ろん他方に f富裕のサイクルjがある)への懸念

がある。先進国を意識すれば、低所得・貧臨層向

けの奨学金制度や特定の社会集盟への就学・

枠の割当など補償的教育政策・プログラムを正当

化しているという意味で、そうめずらしい論点で

はない。

ところが、途上国に関しては、少なくとも「地

域研究jではなく国際的な次元の議論においては、

あまりポピュラーな論点であったようには思えな

い。途上国の貧国と教育といえば、貧しさのため

初等教育すら受けることのできない多くの子ども

が存在しているという問題が思い起こされる。こ

の問題を受けて、基礎教育の普遍化(Education

for All)が、途上国政府の政策や間諜援助の一大

課題とされていることは周知のことであろう。こ

のことを否定するつもりはないが、強調しておき

たいのは教育機会の不平等という論点と Educa命

tion For Allが要求していることは、かなり異な

るということである。 EducationFor Allは、現

時点、では識字能力が獲得できる程度の水準の教育

をすべての子どもに保障することをねらっている

佐々木宏

が、教育機会の不平等は EducationFor Allを達

成したところで解消される問題ではない。

触れたように基礎教育の普遍化をほぼ成し遂げた

先進国においても教育機会の不平等の是正のため

の努力は続けられている。教育機会の不平等とい

う論点においては、中高等教育を含めた教育達成

の程度やそれぞれの段階で受ける教育の質の格差

が間われるので、すべての子どもが基礎教育を受

けているか否かは、さほど関係ないためである。

このことはまた、教育普及が不完全な途上国にお

いても教育機会の不平等という問題は十分成立し

うることを意味する。

ここでは、途上国の貧困と教育について、教育

機会の不平等という論点の重要性を提起しようと

思うが、あまりポピュラーではなかったというこ

とをふまえ、まず、は、この論点に関わるいくつか

の前提について、先行する語研究を参照しつつ確

認してみたい。その一つは fライフチャンスとし

ての教育Jという説点である。これは、人間のf成

功Jr不成功Jに関わるチャンスとして教青をみる
視点である。仮に、教育がライフチャンスとして

重要な意味を持たないとすれば、その平等・不平

等に拘泥する意味はほとんどないだろう。二つ自

は、格差・費問と教育の関係についてであるo 教

育機会の不平等という論点、をめぐっては、生まれ

育つ家族の状況に関わりなくすべての子どもにラ

イブチャンスとしての教育が開放されているかど

うか、あるいは「貧困のサイクルJの程度や教育

の関与などが関われることになる。

教育機会の不平等という論点に関わる先行研究

の知見を参照すると、必然的に、既存の研究の到

達点と課題が明らかになると思われるが、今後の

研究課題に関わっては、もう一点確認しておくこ
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とがある。途上国の格蓋・ と教育の関係につ

いては、実は古くから議論されてきたという経緯

がある。たとえば、途上国の教育研究に大きな影

えてきたパウロ・プレイレ f被抑圧者の教

やイヴァン・イリッチ『脱学校の社会jに

おいては、格差・貧困と教育の密接な関係が強く

認識されている。また、彼らとその1&J継者らは、

現行の教育制度を格差・貧留を助長するものとし

て蔽しく批判し続けてきた。ただし、教背機会の

不平等という論点、にこだわる眠り、プレイレらと

は異なる課題を設定する必要があるように思う。

そこで、この論点の位置づけと今後の課題をさら

に明確にするために、彼らの議論との興関につい

ても雷及しておきたい。

1 .ライフチャンスとしての教育

ここでいう教育とは、学校教育、生渡教育、職

業訓練など近代的な教育を意味している。教育を

「成功Jのためのチャンスとみなす場合、日本でも

よくある「学歴よりも実力が大事だ」といった教

育と「成功Jの関係を認めない言説への反論を述

べておく必要があるだろう。

日本の場合、さすがに、アカデミックな領域で

教育と「成功jの関係を完全に否定するものはい

ないが、初等教育すら完全に普及していない途上

国の状況をふまえれば、学校での成功や学校で得

られる資格について疑問が付されてもおかしくは

ない。事実、途上国の児童労働や子ども研究にお

いては、子どもにとって労働が学校教育に代わる

(競合する)社会化の現実的手段でもあることが、

しばしば指摘されている (Fyfe1989 ;箕滞1994)。

しかし、近代セクターで就労することや高い収入

を得ることを f成功」とみなす限り、一鍛的に、

途上閣でも先進国と陪様、学校教育は「成功jに

関わる要素になっていると考えたほうがよい。近

代化と教育に関する f後発効果Jを指摘したドー

アにしたがえば、先進国以上に学校教育を受ける

ことの意味はシビアであるといってもよいかもし

れない(ド…ア 1978)。

この点について、いくつか事実を提示しておき

たい。たとえば、 1991年のインド関勢調査によれ

ば、 f専門的職業J従事者の 43.9%は大学卒業以上

の学躍を持っている者に占められ、初等教育以下

の学歴しかない者は 9.4%に過ぎない。逆に、「農

漁業j従事者でみると、初等教育以下の学援を持

つものが圧倒的に多く (85.2%)、大学卒業以上の

学歴保持者はわずか 0.7%である。(IAMR2000 : 

326-327)。また、近代セクターでの就労といって

も、当然その中でも地位に関する格差があるのだ

が、インドの工場労働者の調査結果によると、

産現場で働く者は相対的に学摩が低く、管理的な

立場にある者のほとんどは (67%)高等教育修了

者に独占されている(木曽 1995)。そして、こうし

た職業の違いは、稜動収入の違いに重なっている。

インドの大工業の労働者の賃金水準は、小規模工

業の労働者の5倍程度、また農業労働者や雑業者

の10倍以上あるといわれている(伊藤・絵所

1995)。さらに、現在、著しい経済発展を進めるイ

ンドや中国などは大量の労働者をグロ…パルな労

働市場に輩出しているが、このグローパルな労働

市場に参入するためには、高等教育修了資格と英

語のスキルが必須で、ある。教育は、経済発展の恩

を受けるための重要な条件にもなっている。

また、人的資本理論をベースに様々な途上盟で

繰り返し行われた教育投資の収益率の検討も、教

育がライフチャンスであることを示している。教

育投資の収益率は、国家による投資の収益(社会

的収益)と世帯による投資の収益(私的収益)、と

いうニつの側面で分析されているが、ここでは、

世帯が負担する教育コストと将来的に教育を受け

ることによって得られる賃金・収入増の関係をみ

る私的収益に関する知見が重要であろう O 途上閣

においては、すべての教育レベルにおいて私的収

益率がそれなりにある(開発の遅れている留で、

また初等教育において特に高い)というのが、教

育投資の収益率分析の一般的な結論である(伊藤

1994)0 

ただし、途上国の子どもにとって児童労働が学

校教育に代替する社会化のパスであると考えられ

ることにも関わるのだが、経済学的分析において
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は農業などの非雇用部門における教育投資のメ

リットについては結論が都れているという(岡田

2004)。イ皮に、非雇用部門で働く人にとって教育投

資のメリットがないということが真実であれば、

途上国の一部(割合でいうと多いかもしれないが)

の人々は教育を受けても得にならないという結論

に歪る。つまり、伝統的なセクタ…で働くことを

前提とした場合、教育はチャンスではないという

ことだ。しかし、この結論は、特定のグループが

伝統セクターでの就労をいわば強いられていると

いう途上国の労働市場の構造を軽視する場合に

限って正しいといえるだろう。ある私的収益率の

分析事例では、雇用労働市場へのアクセスをコン

トールすると、どのような立場の人間であれ、ー

して私的収益率は高いことが明らかにされてい

る(Tilak1987)。このことは、たとえば途上国農

村の子どもにとっても、教育を受けることには「潜

在的なJメリットがあることを示唆している。

途上国において教育は脱貧困のチャンスでもあ

る。途上国の貧留に教育が積極的な役割を持って

いることについては、教育が保鍵衛生や栄養状態

の向上や社会の民主化などにプラスの影響力を持

つといったいわゆる「教育の外部性Jvこ着目する

こともできる。しかし、もっと直接的で分かりや

すい知見を参賭するとすれば、近年すすめられて

いるミクロ経詩学モデルを使った脱貧臨の条件を

めぐる実証分析をあげることができる。接々な途

上国において、察閤家族の数年間の経済水準の変

化を把握し、経清水準の変動要因を分析するこれ

らの研究は、経済水準の低下前止や向上にとって

教育は重要な条件の一つであることを明らかにし

つつある(黒崎2003;不破2003)0

2.途上臨の格競・貧圏と教育

教育を得て「成功」することの裏側には、当然、

・繋的に「劣るjとされる教育しか受けない者

の相対的な「不成功jがある。先進閣における格

・貧留と教育の関係については、社会移動や社

会賠級の再生産の研究によって様々なことが明ら

かにされてきた。とりわけ英米で盛んにおこなわ

れている実証研究を参照する眠り、富裕と貧国が

世代を超えて受け継がれる傾向があり、その傾向

に教育が深く関わっていることは間違いない

<Bowls. et.al 2005 ; Lareau 2003)。法の下の平等

ゃある程度の教育機会の均等を達成している先進

諸国おいても、教育を含む機会はすべての人々に、

実質的に開かれているとはいえないようだ。

途上国の研究動向については、結論からいえば、

先進国、特に英米の研究と比較すると課題もある

が、一方である部分については、かなりのことが

明らかにされているといえる。最も遅れているの

は、格差・貧困のダイナミズムそのものを検証す

ること、たとえば「慢性的貧困 (Chronic Pov句

erty)Jや「貧困のサイクル」の程度や要閣につい

ての実証研究である。その理由は簡単で、格差・

貧困のダイナミズムを検討する擦、とくに量的研

究において基礎となるパネルデ…タが大きく欠損

しているためである。この背景には、これまでの

研究が貧困の動態にさほど関心をおいていなかっ

たという研究動向も関わっている O 近年、こうし

た従来の研究動向が批判され、格差・貧困を静的

に抱握するだけでなく、動的に分析する必要性が

途上国の貧閤研究でも主張されている(黒崎

1998)0その結果、格差・貧困のダイナミズムの現

状は徐々に明らかにされつつある(Jallan and 

Ravallion 1996 ; Baulch and Hoddinott 2000)。

ただし、現時点では、いくつかの途上国において

数年間という短いスパンで検証が行われているに

過ぎない九

しかし、途上国の「賛盟のサイクルjを示唆す

る知見はないわけではない。格差や貧困の問題が

一殻に認知されにくい先進国の状況と比べると、

膨大な貧困人口や性や身分に関わる「遺制jの存

在が広く知られている途上国の方が、この点につ

いては知見が多いといってもよいかもしれない。

社会移動や社会階級の再生産をめぐる研究で、格

差や貧富の持続・再生産の要因が分析されるとき、

いくつかの変数が仮説的におかれる。経済的食器

という条件もその変数の一つであるが、そのほか

にも教育の程度、健康状態、社会のなかでの地位
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(性別や人種など)など、離念的にいえば、親から

子へ移転される「資本jに轍えられる個人や家族

の諸条件である (Moore2001)。途上国では、個々

の研究が格差や貧留のダイナミズムまでを意識し

ている否かはともかく、多くの研究が貧国家族の

諸「資本Jの開題を論じてきた。特に、健蔵、教

という 2点に関する研究の蓄積は少なくない。

乳幼児死亡率、平均余命、栄養状態、 HIV感染

など、生命や健康のリスクについては、途上国内

で大きな格差がある。これらの格差は、都市と農

村、人種・エスニシティやカースト間だけでなく、

経済的な階層間でも確認されている CUNDP

1999 ; Deolalikar 2005)。また、メンタルな側面で

の格差も知られており、たとえば、子どもの知的

能力の発達に階躍的な格差があることがいくつか

の途上国で既に確認されている (Madhavilatha

andお1ayuri2000 ; Paxson and Schady 2005)。

身体的・精神的鰭康は、教育や労働市場でのパ

フォーマンスをダイレクトに規定するので、貧rn
家族で生まれ育つ子どもは、 f成功jの基礎におい

て不利を背負っているといえるだろう。

途上国においては教育の格差についても多くの

ことが明らかにされている。現在でも教育を受け

ることのできない子どもは多数存在する。 2000年

前後のデータを使った推計によれば、途上閣の

7-18歳の子どもの 13%(1億3500万人)が学校

教育を受けていないという (Gordon.et.a12003)。

基礎教育の不就学について、あるいは不就学と児

童労働との関係などは、基礎教育の普遍化という

途上国の一大教育課題に関わることでもあり、多

くの研究がある。たとえば、不就学は、健康の問

題と同様、都市よりも農村で、男子よりも女子に

おいて、また被差別社会集団や貧間層で、顕著に

みられることは、よく知られている(佐々木

1997)。ストリートチルドレンや児童労働者を対象

にした研究では、幼くして学校教育を離れ労働に

参加する子どもの背景には、出身家族の貧臨や失

業があるとされている (Rodgersand Standing 

1981)。これらの事実は、基礎教育の剥奪に階層的

な格差があることを示しているが、教育に関する

格差は、当然、基礎教育だけに留まらない。

より広く一般的な次元で、階層間での教育格差

を明らかにした研究としては、 FilmerとPrit“

chett (1999)の研究をあげることができる。Filmer

らは、 1990年代に途上諮問で行われた Demo国

graphic and Health Survey (DHS)のデータを

使い、貧困層、中間語、富格躍の三階層に分けて

35カ国の 15歳から 19歳の者の就学年数のプロ

ファイルを作成した。この教育達成プロファイル

からは、初等教育の未就学者を大量に指える国々、

初等教育就学は進んでいるものの中退者が少なく

ない国々など、教育普及の課題についての各国の

相違が浮き彫りになるが、ここで重要な点は、 35

カ国すべてにおいて一貫して教育達成の階層間格

差がみられることであろう。

また、そのプロセスは未だ明確にされていると

はいえないものの、途上閣において親子の教育レ

ベルが棺関するという事実は今や「常識Jといっ

てもよいかもしれない。近年の教育開発援助にお

いては常に女子教育の推進が主張されているが、

それは「教育を受けた母親の子ども(とりわけ娘)

は教育を受けて読み書きができることが多いJ(ユ

ニセブ 1998: 53)という理由からである。母親の

みならず親の学歴と子どもの教育達成度が相関す

ることは、ラテンアメリカの複数の閣を対象にし

た統計分析によって確認されている (Castaneda

and Aldaz-Caroll 1999)。さらに、途上国におけ

る教育格差は、先に示した知的能力に関する階層

間格差をふまえると、就学の有無や就学年数だけ

でなく、学力やテストのスコアなど教育のパ

フォーマンスにおいてもあると考えるべきであろ

つ。

途上閣における格差・貧閤と教育の関係に関し

ては、不明な点がないわけではないが、ライフチャ

ンスとしての教育に著しい階層間格差があること

は明自である。このことから少なくとも、現在の

途上国においても教育機会の不平等はきわめて重

要な論点であるといえるだろう。また、今後の研

究の課題として、格差・貧国のダイナミズムその

ものの程度や要因を検証すること、あるいは家族
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の諸「資本」をより幅広く検証すること、が浮か

び上がってくるO ただし、格産・費留と教育の関

係を検討する際には、加えて、もう一つ重要なポ

イントがあるように思う。

家族や個人が持つ経済・文化的・社会関係上の

「資本」が世代潤で移転されていくことが社会階層

や階級の再生産の一般的なイメージであり、実証

分析のモデルも概ねそのように組み立てられてい

るのだが、実際の社会移動は「真空Jのなかでは

なく、ある特定の文脈の上でおこなわれている。

たとえば、社会移動に所得が意味を持つのは、貨

幣経済や資本制社会という場が前提にあり、また、

教育程度が移動に関わるためには教育が資源の分

配システムに深く関わる社会が必要となる。さら

に、この文献の中には、各国の所得再分配、労働

市場、教育制度などのあり方も含まれることにな

る。とりわけ、教育制度を含む社会制度は、所与

の条件というよりむしろ国家によって作られたも

のであるという意味で、教育機会の不平等という

論点がねらう f貧顕のサイクlレJの緩和を構想す

るためには、きわめて重要なポイントになるだろ

っ。

3.途上罷の格差・貧閣と制度としての教育

社会移動がおこなわれる場・文脈の問題は、途

上閣の場合、かなり富くから取沙汰されていたこ

とでもある。たとえば、プレイレやイリッチ、さ

らに彼らの後継者の議論においては、途上閣の教

育制度は、既存の不公正な社会階級・措層秩序を

正当化し、民衆を抑圧する装置であると

みなされ、既存の制度に讃き換わるべきまったく

新しい教育制度が提案されている(プレイレ

1979 ;イリッチ 1977;山本1996)。制度としての

教育が人聞の自由な社会移動を保証するというよ

り、既存の階級・措級間の不平等を再生産する装

置であるという認識は、先進国においても社会階

層・階級研究が生み出した重要な現代教育制度批

判の一つであるが、後にみるインドのガンジーの

教育思想、にまで遡ると、むしろ先進国に先んじて

途上国にあった認識といったほうがよいかもしれ

ない。また、途上国の場合、西欧による植民地支

配や西歌化された一部エリート層による支配への

抵抗運動のなかで培われてきたためか、先進国に

おける教育制度批判以上のラデイカルさを持って

いる。ただし、彼らの議論は、教育機会の不平等

という論点と重なりつつも、大きく異なる方向に

進んで〉いる。

インドの独立運動のリーダーとして著名なガン

ジーは教育思想、・実践においても後世に大きな影

響を残したが、披の教育思想は、独立直後のイン

ドの実験的教育制度・ベイシックエデュケーショ

ンで具体化された。植民地時代の初等教育に代替

するものとして実施されたベイシックエデュケー

ションの大きな特徴は、教授語を母語とすること、

・生産労舗をコアにおいたカリキュラムを

用意したことである。ガンジーは、ベイシックエ

デュケ…ションを提案した 1937年に、当時のイン

ドの教育状況について「現在の教青制度はいかな

る形であれ、国の要求に応えていない。英語はあ

らゆる高度な学問分野の教授用語になっているの

で、上級の教育を受けた少数者と、教育のない多

数者との間に永久的な障壁を作り出している。そ

れは大衆への知識の設透を妨げている。英語のこ

とさらの重視は、教育を受けた階層に重荷を課し

彼らを生活に対する精神不能者にし、また自由に

おいて異邦人にさせている。職業訓練の欠如は、

教青ある者を生産的仕事にほとんど不適合にし、

肉体を損ねさせているjと述べた(ガンジーほか

1990 : 152-153)。ベイシックエデュケーションは、

その後援折し、結局、インドの教育制度はガンジー

が批判したスタイルのままで現在に宝っているの

だが、ガンジーの批判的見解は、インド内外の後

継者に受け継がれている (Naik1975、1977;渋谷

1996)。

ガンジーは、英語と知育に価値をおく既存の教

育制度が、都市の富裕層には親和的であるが、農

村の大衆には非親和的であるが故に、両者の不平

等な関係を助長する傾向があるとみていた。この

については、教育機会の不平等という論点でも

強く意識していることである。貧屈な者が相対的
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に十分な教育を受けられず貧困であり続けること

には、家族の諸「資本jだけでなく、家族の外に

ある社会制度のあり方も関わると思われることは

先に指措したとおりである。ただ、明らかに異な

るのは展望の描き方であろう。ベイシックエデュ

ケーションは、英語のスキルを身につけることや

ホワイトカラーを自指す教育を完全に否定したと

ころで構想されているが、教育機会の不平等とい

う論点においては、それらのことは否定されない。

むしろ、母語よりも英語が、職業教育よりも普通

教育の方が「成功Jに結びつくということであれ

ば、それらへの実質的なアクセスをいかに開かれ

たものにするのか、というのが議論の基本的な方

向性になる。

プレイレ、イリッチ、ガンジーなどの議論の正

杏を論ず、ることがここでの目的ではないので、教

育機会の不平等という論点との異同だけを指摘す

るならば、教育制度による排除の問題に悶様に着

目しつつも、根躍にある問題意識に大きな相違が

あるといえる九既存の制度を否定するという点、

に象徴されることであるが、プレイレらの議論に

は「反一資本制Jr反近代Jr皮一工業化Jr反一西欧J
といった問題意識(各々の論者によって重み付け

は異なると思うが)が横たわっている。こうした

問題意識からいえば、近代的な学校教育を受けて、

近代セクターで就労することをさしあたりの「成

功Jとする、ライフチャンスとしての教育という

視点が受け入れられる余地はない。

近代的な教育制度のオルタナティブを提示する

プレイレらの議論と比べると、教育機会の不平等

という論点にラデイカルさはない。しかし、ラデイ

カルな議論にもやはり開題点があるように思う。

加の機会に論じたことがあるのだが、ガンジーと

その後継者たちが、独立以前からある「西欧スタ

イルJの教育に関心を持たなかったが故に、イン

ドの基礎教育の発展を遅らせたことは忘れてはな

らない事実であろう(佐々木 1999)。さらにいえ

ば、ラディカノレな議論の背景にある西欧的(近代

的)国家と国家が用意する社会制度に対する強い

不信感が、別の立場から国家の解体やプライパタ

イゼイションを提案するネオ・リベラリズムの主

張と(本来、ニつの立場は対立しているのだが)

意閣せざる形で共鳴する可能性があることは杏め

ない。というのは、国家の役割に否定的である限

りにおいて、改良の意誌をもって教育制度ほか既

存の社会制度の問題点を明らかにするという姿勢

が弱いという共通点を持っているためである。ラ

イフチャンスの最大化をねらうという立場から途

上屈の貧国と教育の現状そ眺めると、制度の側に

改良の余地はかなりあるように思われる。この点

については、最後に、途上国の教育機会の不平等

をめぐる今後の検討課題として言及したい。

4. まとめにかえて一今後の検討課題

途上国においても教育は「成功」に関わるチャ

ンスであるが、それは格差をもって分配されてい

る。このことは、すべての子どもに最低水準の教

を保障するという Educationfor Al1の戦略だ

けでは解消されないライフチャンスの不平等とい

う問題が途上闘にあることを示している。この問

題に関わっては、いくつかの研究の課題があるこ

とを既にみてきた。まずは、格差・貧困のダイナ

ミズムそのものの程度や要因を検証すること、家

族の諸 f資本jをより頗広く検証することなど、

格差・貧国と教育の関係の検討を進めることが急

務であろう。実は、現在、途上国でもパネルデ

タの整備が進み、また、ある程度のサンプノレを用

して子どもの発達を長期的に観察する研究プロ

ジェクトなども進みつつあるという九したがっ

て、格悲・貧閣の流動性の程度やその規定要国に

ついては徐々に検証されると思われる O

だだ、これらのことが、さらなる課題としてあ

げた社会制度や社会的文脈に着呂ずることにダイ

レクトに結びつくわけではない。というのは、家

族の諸「資本」の世代的な相関関係を分析し、社

会移動の程度を「実証する」という方法に象徴さ

れているように、格差・貧困の夕、イナミズムの一

般的な検証モデルは、制度のあり方やより広い社

会的文脈に十分な配慮しているとはいえないため

である(社会的文脈すべてを変数化する冨難を考
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えただけでも、技術的に容易ではないと恩われ

る)。したがって、社会制度については別途着目す

る必要がある。一方で、過去に植民地支配を受け、

独立後もグローパル経済において周縁的なポジ

ションに置かれてきた途上国においては、既存の

社会制度のあり方を問題視する議論も少なくない

のだが、それらは、改良の意悲をもって社会制度

の問題点を明らかにするという姿勢が弱かった。

教育制度に限ってみても、ライフチャンスとし

ての教育の実質的な平等を追及するという観点か

らみた場合、途上国の制度は明らかに大きな問題

を抱えているように思う。まずは、途上国の教育

制度の関鎖性である。オルグナティプを提案する

論者がいみじくも強調していることであるが、現

行の教育制度は機会の不平等を助長する性格を

持っていると考えた方がよい。最も分かりやすい

ところでは、高等教育に至るまで教育を受けると

すれば相当の費用を要するが、一般に学校教育は

無償ではないので、教育へのアクセスは各家族の

経済的な資掠に深く規定されることは容易に想像

される。そこで、義務教育であれば無償制や義務

制、また奨学金制度、授業料免掠など教育機会の

をねらった制度やプログラムが存在するわけ

であるが、途上国のこうした制度やプログラムは

通常脆弱である。このことは、途上国においては

教育制度の中でも教育機会の平等を進める余地が

大きいことを示唆している。

次に、教青制度そのものだけではなく、制度が

おかれている社会的な文脈も教育機会の不平等を

助長する可能性があるという意味で重要であろ

う。さきほどあげた教育費による教育へのアクセ

スの不平等は、子どもの教育に関する費用負担の

責任が、かなりの程度、各家族に委ねられている

という文脈の上でしか成立しない。また、家族が

教育を「買うjことを可能にするために、教育サー

ビスが商品化されているという状況も同時に、こ

の状況に織り込まれることになる。こうした文脈

は、播祉国家の類型論を展開したヱスピンアンデ

ルセンの言葉を借りるならばJ家族主義Jが強く、

社会サービスの「脱商品化Jが進んで、いない状況

であると表現することもできる (E-アンデルセン

2001)。むろん、E アンデルセンの分析は途上国を

持外においているのだが、国家の力が総じて弱い

という途上国の事情をふまえると、途上閣の教育

と賠層化の問題を考える際の示唆も含んでいる。

開発政策推進の大きな障害として途上国の行政

能力の弱さがあることは良く知られている。たと

えば、国民管理の基礎となる出生登録や住民登録

すら不完全な圏も多い。インドのある農村を対象

にした半世記にもわたる調査研究によれば、煩雑

で多数存在する法や規制はほとんど形骸位してお

り、その村は一貫して「シカゴ学派経済学者のパ

ラダイスjであったと皮肉られているほどである

(Lanjiouw and Stern 1998 : 226) 0 E…アンデノレセ

ンの分析の枠組みにおいては、国家の力が脆弱で

あるならば、必然的に家族と市場の役者jが大きく

なるが、途上国の学校教育も多くの場合そのよう

な状況におかれ、プライパタイゼ、イションが多く

の途上国の政策トレンドであることをふまえると

おそらく今後も状況は変わらないと思われるo 現

在、途上国の多くで私立の教育機関や塾・家庭教

師などの教育サービスが隆盛を極めていることな

どが教育サーどスの高品化の似!といえるだろう。

ここでは、教育機会の不平等という論点に関わ

る今後の研究課題をラフスケッチしたが、それら

は本来、途上国一般というよりフィーノレドに即し

た「地域研究Jとして引き受ける必要性がある。

いうまでもなく、格差・貧困と教育の関係は、途

上国の多様な社会経諦的状況に関わって成立して

いる。教育制度のあり方やそれがおかれている社

会的文脈も、途上国間・盟内でも大きなバリエー

ションがある。したがって f地域研究jの意味は

大きい。「地域研究jとして研究を構想する場合、

あらためて、そのフィールドに対応した先行研究

のサーベイが必要となるのだが、それは、本稿に

引き続く別稿の課題としたい。

5;i 

1) Yaqub (2001)は、先進国、 を含む世界各



8 

留の社会移動や社会階級の再生産に関する

究を広くサーベイし、ライフコース上の移動はそれ

なりに認められるがあまり大きな移動ではなく絶

対的・相対的いずれの次元でもかなりの程度、貧盟

な者は主主菌であり続けており、また、子どもの発達

のパックグラウンドが将来の移動に大きな影響を

与えていると結論を下している。しかし、 Yaqubが

参照する実証研究のなかで途上国を対象にした研

究のみに着目すると、先進国を対象にした研究と比

べ数が少なく、特に格差や貧困の世代的継承の穏度

や要国を検証した研究はほぼ皆無に近い。

2 )議論の正否は、王子等や社会的正義をめぐる倫理

学・社会哲学上の論争に関わる。そこで、教育機会

の平等の徹底を要求するのは、J.ロールズに代表さ

れるリベラリズムの立場である。リベラリズムに対

する最も痛烈な批判は、教育機会の平等追求がとも

すれば既存の教育が前提にしている資本制干士会の

価値、あるいは先進国、男性、人種的マジョリティ

等の支配的なグループの価値を無批判に受け入れ、

同化を強制しているという、マルクス主義の批判理

論やポスト・モダニズムからの批判であろう。途上

国の場合は、これらにポスト・コロニアリズムの思

潟も重なる。倫理学的な論争を意識すると、プレイ

レ、イリッチ、ガンジ一、あるいはその後継者らの

主張は、リベラリズムを批判するこうした立場にあ

るといえる。本稿で一貫してリベラリズムの立場を

採用しているのは、批判に対するリベラリズムの側

からの理論的な応答、たとえば、ケネス・ハウの参

加論的な教育機会の平等論、アマルティア・センの

「アジア的倣億j批判、マーサ・ナスパウムの「相対

批判など、によってリベラリズムの立場は擁

留の研究機関や NGOが共陪し、 2001年頃から、エ

チオピア、インド・アンドラプラデシュ州、ペル一、

ベトナム、南アフリカにおいて子どもの生活に関す

るパネルデータの収集プロジェクト (Young Lives 

Project、詳絡はhttp://www.young!ives.org.uk/)

が開始されている。
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